
（有識者懇が「多様な正社員」の導入モデル示
す）勤務地限定でも正社員と同一の賃金表で
／（25年度・労災保険給付等の状況）支払総
額は約7452億円、新規受給者数60万3000人／
（25年度・雇用保険事業の概要）初回受給者数、
給付総額ともに４年連続して減少／ほか
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多くの企業では、労働者が私傷病などにより労務の提供が不可能になった場合、私傷病休職制度によって一定期間の労働義
務を免除し、解雇または退職を猶予している。同制度は法令によって義務づけられた制度ではないが、その実施に当たっては
就業規則などに必要な事項を記載しておく必要がある。なお、休職期間の満了までに労働者が復職できなければ自然退職と
されるなどの規定が設けられることが多いが、休職期間満了時に従前の業務への復帰が難しくても、より軽易な業務への配
転が可能であれば、退職などが無効となるケースもみられる。

（編集部）

休職期間満了時に原職復帰困難でも
配転等を検討する必要が

私傷病休職制度の労務管理Ｑ&Ａ ①─────── ６特集
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（弁護士・新弘江〔あだん法律事務所〕）
（平成25年12月10日・大分地裁判決）
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───── 35●知っておくべき職場のルール

職務専念義務、機密保持義務など
労働者が守るべき行為規範の数々
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実務上重要な最新の労働裁判例27例を厳選収録！

企業実務に役立てる！

　平成20年代の最新の労働裁判例のうち厳選した27
件につき、事案ごとに判旨概要を紹介し、本判決の意
義や裁判実務の傾向、実務対応上の留意点などを分
析・解説。収録する裁判例は、採用、労働条件、人
事、解雇・退職、安全配慮義務、派遣、セクハラ、パ
ワハラ──など多岐にわたる。
　企業側のリスク回避・対応策を、最近の労働裁判例
の傾向から読み解いていく。
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